
事　　　　　項 取　　　　組　　　　内　　　　容 取組効果額

県税収入のさらな
る確保

徴収率の向上
引き続き、クレジット納税等により納税者の利便性を向上
するとともに、市町村と連携し徴収体制を強化

276,751

運用効率の向上
基金別に行っている資金運用を複数基金による一括運用に
切り替え
（２４種類の基金を一括運用（７２７．８億円分））

37,196

県有施設整備基金の活用
施設の整備・改修に加え、県有財産総合経営計画に基づく
施設の縮小等に係る事業に本基金を活用（条例改正予定）

31,351

政策予算の再構築・重点
化

事務事業の評価結果が低い事業を廃止して、その財源を政
策効果が高い新規事業に活用できる仕組みを導入

514,995

港湾施設整備特別会計へ
の繰出金の見直し

２７年度に策定した中期事業計画の取組により、特別会計
の黒字化を達成したため、一般会計の繰出金を廃止

151,256

公共事務費の見直し
公共事業に係る事務費について、事務費比率を段階的に縮
減するなど予算規模を見直し

61,900

物品等電子入札システム
の導入

入札参加者の利便性の向上と競争力を高めることで、物品
購入等に係るコストを低減

5,652

多様な資金調達
県債の発行に際し、複数の金融機関による見積り合わせに
より金利負担を軽減

94,548

後年度負担の軽減
交付税措置のない県債の発行を抑制
（２７～２９年度に実施した繰上償還や発行抑制による利
子負担軽減の総額：４６３，２５４千円）

61,260

未利用財産の売却等
県有財産総合経営計画（２８年３月）に基づき財産利活用
のための条件整備を進め、民間を活用した未利用財産の入
札や貸付など利活用方法を多様化

277,604

団体が保有する基金の有
効活用

（公財）森林ネットおおいたで管理している林業担い手対
策基金（県出捐額２２億円）の運用益の一部を「おおいた
林業アカデミー」の研修事業費に活用

8,225

電力調達における一般競争入札の導入（１２３施設） 262,726

県庁舎等維持管理業務の集約化
　・清掃業務委託　１４施設４グループで入札
　・警備業務委託　２４施設５グループで入札

17,894

庁舎等へのＬＥＤ照明の導入拡大による電力消費量の抑制
　・北部保健所及び西部保健所の照明
　・道路照明（１，１２８灯）

11,338

組
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職員の意識改革と
業務の効率化

ワーク・ライフ・バラン
スの推進

働き方改革を推進するため、知事部局及び教育委員会の事
務職員の勤務時間を客観的に把握するシステムを導入。県
立学校の教員についてはタイムレコーダーを設置

－

【歳入確保】 当該取組により、国庫支出金、財産収入、使用料等の歳入（財源）が確保される額

【歳出削減】 当該取組により、一般財源等を必要とする歳出が抑制される額

庁舎等維持管理費の見直
し

公共施設等の総合
的な管理

「大分県行財政改革アクションプラン」に基づく主な取組

～平成３０年度当初予算～
　（単位：千円）

区　　　　分

歳
入
の
確
保 基金の見直し

資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

県有財産の利活用
推進

歳
出
の
見
直
し

事務事業の見直し

公債費等の抑制

「取組効果額」の考え方


